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国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会ワーキングチーム（第５回） 
議事要旨 

 
１．日 時 令和７年５月 27 日（火）16:00～17:00 
２．場 所 オンライン開催 
３．出席者 
   池田 博之  山口県総合企画部長 
   伊藤 正樹  愛知県一宮市総務部長 
   深澤 文仁  秋田県美郷町企画財政課長 
   浦上 哲朗  内閣官房デジタル行財政改革会議事務局参事官 
   折田 裕幸  内閣官房デジタル行財政改革会議事務局参事官 
   川野 真稔  デジタル庁統括官付参事官 
   吉浜 隆雄  デジタル庁統括官付参事官 
   浅岡 孝充  デジタル庁統括官付参事官 
   犬丸 淳   総務省自治行政局住民制度課長 
   君塚 明宏  総務省自治行政局行政経営支援室長 併任 地域 DX推進室長 
   志賀 真幸  総務省自治行政局地域情報化企画室長 
   名越 一郎  総務省自治行政局住民制度課デジタル基盤推進室長 
  
４．議事概要 
(1) 共通化について 
① 令和６年度共通化の対象候補に係る共通化推進方針案について 
浦上ワーキングチーム・メンバー（デジタル行財政改革会議事務局参事官）から資料１に基

づき説明し、（案）のとおり進めていくこととなった。 
 
 
(2) 自治体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後のシステム運用経費について 
吉浜ワーキングチーム・メンバー（デジタル庁統括官付参事官）から資料２、資料３に基

づき説明した後、ワーキングチーム・メンバー間で意見交換を行い、意見を踏まえて修正し
た総合的な対策案について、連絡協議会に提出し、自治体委員から意見を聞くこととなっ
た。 

 
＜伊藤ワーキング・チームメンバー（一宮市総務部長）から資料５に基づき意見＞ 
・ ワーキングチームの開催にあたり、事前に全国市長会小委員会及び事務局と十分かつ入
念な打ち合わせを行った上での発言をする。 

・ 運用経費問題については、自治体からの声に耳を傾けていただける場がなかった中、ワ
ーキングチームにて議論するよう取り計らって頂き、石破総理、事務局の皆様をはじめ、
関係省庁の皆様に感謝。限られた時間だったが、自治体が抱える様々な課題や現場で生
じている問題について、関係者同士で直接意見交換を行えたことで、一定の認識の共有
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が図られ、本日の対策案についても我々の声を汲み取って頂いているものと理解。 
・ 特に、移行後のシステム運用経費の増加については、「4 今後の総合的な対策」のう
ち、「（３）の検討事項」の「①」において、今後の財政措置のあり方の検討を行ってい
くという文言を入れていただいた。 

・ この件については、本年度から運用を開始し、経費の増が具現化する自治体も出てくる
中で、自治体が求めている財政措置について迅速にしっかりと対応して頂けるという意
思表明と受け止めており、深く感謝申し上げる。 

・ デジタル社会を実現し、住民サービスの向上と行政の効率化を図るためには、国と地方
がしっかりとスクラムを組んで、強い信頼関係のもとで一体となって取り組む必要があ
る。システムの標準化やガバクラの利活用は、あるべきデジタル社会実現のための手段
に過ぎないため、本来、国民にとって便利で安心、安全なデジタル社会とはどのような
姿なのか、それを実現するためには何が必要なのかといった明確なビジョンと具体的な
ロードマップについて、国の強いリーダーシップと責任において示し、国民や議会、行
政に携わる職員、さらには事業者間の一層の共通認識と相互理解を得ることが必要不可
欠であると考える。 

・ その上で、第 4 回のワーキングチームや、各市長会や事業者のヒアリング等を踏まえ、
今後の議論の参考にいくつか気づいた点について、総括的に申し上げたい。 

・ 運用経費の低減については、引き続き議論の継続と注意深い見守りが必要。特に、標準
仕様の改版による開発の修正や、標準化移行期限に間に合わせるための突貫的なソフト
ウェアの開発、運用の中で最適化されてきたシステムの再構築、こういったものが運用
経費の増加に影響しているような状況である。 

・ チェックリストについては、事業者も存在を意識しており、一定の効果が見込まれてい
るが、中には抽象的な表現もあるために、議論の深掘りは難しい印象も受けている。 

・ 運用経費の精査は自治体職員では限界があるので、デジタル庁の支援が不可欠。今後も
継続な支援をお願いしたい。 

・ 中長期的な対策により将来的に運用経費が軽減していくとしても、当分の間生ずる、従
前に比べての運用経費の増となっている地方の追加負担を解消する必要がある。一方で、
交付税の措置での財政支援では支援範囲額が不透明である。 

・ あるべきデジタル社会の実現のため、国の責任において始めたシステムの標準化、カバ
メンドクラウドの利活用といった国家プロジェクトに起因した現行のシステム運用経費
から増となる部分については、全額国庫補助により確実に措置をしていただきたい。 

・ その際、不交付団体も含めまして、全自治体が補助の対象となるような制度、仕組みと
していただきたい。 

 
＜深澤ワーキング・チームメンバー（美郷町企画財政課長）から資料６に基づき意見＞ 
・ ２０日及び２１日に行った事業者ヒアリングを踏まえると、運用経費の全体的な増加要
因として特に留意すべきと考えるのは、①標準仕様書の改版による初版からの改修規模の
拡大に伴う開発経費の増があること、②その開発経費の運用経費の転嫁の可能性があるこ
と、③標準化移行期限は示されている中にあって、ベンダーのパッケージ開発や運用のク



3 

ラウド最適化の遅れによる経費の増があること、④既存のネットワーク回線に加え、ガバ
メントクラウド用の回線が必要となることによるネットワーク経費の増があることであ
る。 

・ また、町村特有の増加要因として特に留意すべきと考えるのは、①人口規模の小さい自
治体は標準化によって追加される機能のボリュームが 1 番多いことから、特に町村にと
っては経費負担の増につながる場合があるのではないかということ、②商流の構造の関係
等で致し方ない部分もあるが、小規模団体向けのパッケージは、規模の大きな自治体と違
い、メーカーと自治体の間にパートナー企業が入ることが多いことから、特に町村にとっ
てはさらに経費負担の増につながる場合があるのではないかということ、③移行期間ぎり
ぎりのシステム開発の中、特に町村にとってはデジタル人材の不足などもあり、デジタル
庁の支援策も活用した十分な見積精査やベンダーの変更も含めた選択するにはあまりに
も期間が限られており、システム選択・移行が不可能で、競争原理を働かせた経費の削減
ができなかった実情があるということである。 

・ こうした事業者ヒアリングによる分析と町村の実情も踏まえて、今後の対応に対する要
望をしたい。 

・ システム標準化の大前提として国主導で推進してきたこと、それに加えて、標準仕様書
の改版により当初より改修規模が大きくなり、開発費用が増加しているなどの結果、自治
体が多大な財政負担を強いられる状況になっていることを踏まえ、国として一段と踏み込
んだ支援や対策を講じるよう、今回示された総合的な対策をお願いしたい。 

・ その上で、全国町村会及び秋田県町村会並びに秋田県町村電算システム共同事業組合と
して関係省庁に対して緊急要望した、①移行費用に関するすべての費用について、国の責
任において全額国費で措置をお願いしたい。また、②平成 30 年度比で少なくとも 3割の
削減を目標とする移行後の運用費用については、移行前の運用費用を上回る分について
は、普通交付税措置ではなく、補助金として、国の責任において全額国費で措置をお願い
したい。 

・ 国では、地方公共団体における人的、財政的負担の軽減を目的に、標準化を推進してき
ているが、少なくとも財政部分についてはその効果が見えない、また、この先を見通すこ
とができない状況にあることを踏まえ、削減効果が出るまでのかかり増し費用について
は、国の責任において全額国費で措置をお願いしたい。 

 
＜池田ワーキング・チームメンバー（山口県総合企画部長）から意見＞ 
・ タイトなスケジュールの中で、事業者や中核市市長会、指定都市市長会へのヒアリング
を調整頂き、運用経費にかかる総合的な対策案を取りまとめていただいたことに感謝。 
・ 特に、事業者ヒアリングでは、運用経費が増嵩する要因や、現時点では具体的に見通す
ことはできないものの、将来の経費節減に向けた取り組みの方向性などを聴取することが
でき、有意義な機会となったものと考えている。 
・ 今回、デジタル庁が策定した対策案は、これまでのヒアリング結果やワーキングでの議
論が十分に踏まえられているものであり、謝意を表するが、今後、具体的に運用経費問題
にかかる対策を進めていくにあたり、数点意見を述べさせていただきたい。 
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・ 1 点目は、今般の運用経費増への対応についてである。事業者ヒアリングを聞き、改め
て認識したが、これまでの全国知事会や中核市市長会などの調査結果でも指摘されている
ように、運用経費の大部分を占めるのは、システム利用料をはじめとするシステム関連経
費である。その増加の程度や要因は、自治体や事業者ごとに千差万別であることが判明し
たと思っている。この状況の解決に向け、事業者の話も聞き、中長期的には、システムの
運用管理の省力化や自動化の推進が必要であると改めて認識したが、まずは、今回、期限
に間に合わせるためにシステム運用の省力化や自動化の対応がほとんどできないままに、
各自治体において標準化の作業を進められたことで、運用経費が低減されるどころか、逆
に費用が増える大きな要因の 1 つであること、それから、標準化にあたり、要件が大幅に
増加したことや、ガバメントクラウドのセキュリティレベル等に合わせるための経費もか
かっていることなどが明らかになったと受け止めている。 
この運用経費増への対応として、国は、今年度から、運用経費に対する財政支援措置と

して普通交付税措置が講じられ、現在算定方法等を検討されていると聞いているが、例え
ばすでにクラウドを運用している自治体は、今回のガバメントクラウドの移行によって、
従前あった経費節減のメリットが失われ、かえって運用経費が増加するなど、それぞれの
自治体で費用増加の程度が異なり、普通交付税のみでは増加した運用経費を十分に補うこ
とができない自治体も多く出てくると考えられる。このため、国は、地方の実情を十分に
把握し、実際かかった経費に対して補助金による支援など、新たな財政支援措置の仕組み
の検討をぜひお願いしたい。 

・ 2 点目は、システム運用管理の省力化・自動化についてである。今後、運用経費を下げ
ていくためにはシステム運用管理の省力化・自動化を進めることが必要であるが、事業者
は、現時点で、明確な対応策を確立していないことが先般の事業者ヒアリングで分かった。
これを進めるためには、個々の自治体レベルでは限界もあり、国において事業者協議会等
の枠組みなどを活用するなど、事業者全体で、実効性のある、システム運用管理の省力化・
自動化が進むようにするとともに、システムの運用経費の見える化・分析による競争の促
進が図られるよう、事業者へしっかりと指導していただくようお願いしたい。また、利用
者である地方自治体の意見を反映することも重要であり、システム運用管理の省力化・自
動化の検討状況等につきましては、適宜地方自治体に情報提供を行って、地方の意見を反
映しながら取り組みを進めていただきたい。 
・ ３点目は、共同利用・共同調達の推進についてである。都道府県に期待される取り組み
が掲げられているが、これについては、まずは、どのようにすれば費用の低廉化につなが
るか、国において、エビデンスに基づく具体的な事例等を示していただきたい。加えて、
コスト低減に資する全国の先進事例を取りまとめ、それを情報提供いただくことで、類似
の事例を横展開するなどをしていただきたい。このことにより、共同利用・共同調達につ
いては、市町の検討も進むのではないかと考えているので、よろしくお願いしたい。 

 
 
 
＜ワーキングチーム・メンバーからの主な発言＞ 
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・ これまで我々ワーキングチームとして行ってきた事業者ヒアリングや、中核市市長会、指
定都市市長会に対するヒアリングを受けて、ワーキングチームのメンバーとして、いろん
な学びがあり、気づきがあったが、デジタル庁は、資料に記載がない。今回ヒアリング等
を通じて、どう考えたのか。 

→ 運用経費の増加の要因については、第４回ワーキングチームで示した資料に整理し、その
後、事業者のヒアリングをさせていただいた。我々として考えていたことが、実際、事業
者のヒアリングをすることによって確かめられたのではないかと率直に考えている。資料
中「事業者の意見等」に、今回のヒアリングを読み込んでいるつもりであったが、今回こ
のワーキングを開き、皆さんと一緒にヒアリングし、議論もさせていただいたので、資料
への追記を検討したい。（デジタル庁） 

→ 前回の資料に比べ、⑤「人口規模等に応じた柔軟な料金設定が難しくなった」という文言
を追加したり、⑥は、「危険負担」という言い方から「バッファー」という言い方にした
り、「モダン化」という言葉を極力使わない修正を行われているのは、事業者ヒアリング
の結果なのかなと受け止めている。 

 
・ 要因を、「構造的な要因」「機能強化要因」「外部要因」と３つに分けているが、６ペー
ジの対策は、「構造的な要因」に対する対策となっている。「機能強化要因」に対する対策
や、「外部要因」は、どう考えたらいいのか、資料に記載がない。どう整理しているのか。 

→ 「機能強化要因」に対する対策は、例えば、対策（１）⑦の部分や対策（２）④が該当し
ている。ガバメントクラウドのサービスレベルの向上という意味では、対策（1）④が該当
している。その点を整理しているのが、資料 9 ページのマトリックスになる。構造的な要
因と機能強化要因に対する対策との整合性は分かるようになっている。（デジタル庁） 

→ 「外部要因」は、物価や賃上げの部分なので、今回の対策というよりは、むしろ国全体と
してのことだと考え、個別の対策には触れていない。（デジタル庁） 

→ 「外部要因」について、前回の資料では明確に外部要因にきさいされていなかった「為替」
についても触れられている。これはターゲットではないのか。 

→ 為替については、対策（1）④で記載している。（デジタル庁） 
 
・ 12 ページの図について、今回の資料の流れから、上半分は理解できるが、下半分に記載
している「今直面している状況」や「期待される中期的なトレンド」は、これまでの資料に
は説明に全くない。どう理解したらいいのか。 

→ 「期待される中期的なトレンド」は、例えば、「事業者のクラウド人材の増加」は、対策
（２）⑥による育成の支援も影響を与えるだろう。「都道府県による市区町村支援体制の
構築を含めた自治体におけるデジタル人材の充実」は、まさに今、都道府県の皆様の方で
精力的に取り組んでいただき、それに対する財政措置等も講じているので、伸びていくだ
ろうと見込んでいる。「優良システムの提供事業者の対応余力の発生」は、今まさに 2025
年度の移行に向けて頑張っている事業者があるので、2025 年度を超えれば、余力も出てく
るだろうと見込んでいる。「事業者間の競争の進展」は、今後、標準化によってベンダーロ
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ックインが回避され、競争も進展してくるだろうということを考えて記載している。（デ
ジタル庁） 

→ 「構造的な要因に対する対策」を講じて、「中期的なトレンド」に影響することもあれば、
対策以外の部分の、何か全体の取組によって、「中期的なトレンド」ができてきて、その
「中期的なトレンド」が、黄色く書かれている「公共 SaaS の活用」等につながり、それが
全体の運用経費等の 3割削減につながっていくのではないか、と見ればよいか。 

→ そのとおり。（デジタル庁） 
→ そのロジックが本当にそうなのかよくわからないが、資料にきちんと記載した方が良いの
ではないか。 

 
・ 自治体も含めて関係者が一番関心のある事項の１つが、「3 割削減の旗を降ろすのか、降
ろさないのか」ということ。資料を見ると、しっかり書いてはいないが、デジタル庁とし
ては、標準化基本方針に記載されている考え方は引き続き維持すると理解してよいか。つ
まり、①ミクロではなくて、マクロで考える。②国は環境を整備する、という点がポイン
トだと思うが、そのスタンスは崩さず、12 ページのような考え方で、３割削減の見方を精
緻化していく、という理解でよいか。 

→ そのとおり。（デジタル庁） 
 
・ 対策について、(1)当面の対策を打ち、その次に、(2)構造的な要因に対する対策をうつ。
（3）検討事項に、財政措置の検討がある。この(3）検討事項はどういう位置づけなのか。 

→ （3）①については、対策(1)・対策（2）を打ちながら、「移行後のシステム運用経費が
増加するという自治体の意見と、その自治体システムのコスト構造の分析を踏まえた財政
措置のあり方の検討を、並行して進めていく、というものとして考えている。（デジタル
庁） 

→ デジタル庁が作成した資料 2 の 3 ページと資料３の 8 ページ、総合的な対策の（３）検
討事項①に、「移行後のシステム運用経費が増加するという自治体の意見と自治体システ
ムのコスト構造の分析を踏まえた財政措置のあり方を検討」が明記されているが、この中
には全国町村会が求める国費による措置が含まれているか。 

→ その点は我々も含めて考えている。財政措置は、国費と地財を念頭に置いている。（デジ
タル庁） 

→ 国費による確実な措置に向けて引き続きの対応をお願いしたい。 
 
・ 財政措置のあり方は、前回、クラウド利用料そのものについて国費を入れたらいいのでは
ないか、という意見もあった。本日は、運用経費の増分について国費を措置してほしいと
いう意見もあった。財政措置の方法は、様々な考え方ややり方が考えられるが、それらは、
「検討事項」として今後検討していくということでよいか。 

→ そのとおり。（デジタル庁） 
 
・ （３）検討事項①の財政措置のあり方の検討に関して、質問がある。財政措置については、
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令和 7 年度は交付税で措置するということで検討が進んでいるが、一方で、自治体の意見
として、令和 7 年度の運用経費について国費を措置してほしいという声がある。デジタル
庁は、令和 7 年度の運用経費への財政措置のあり方も検討されるのか、令和 8 年度からの
財政措置について検討するということなのか。 

→ 検討事項に記載したとおり、自治体の意見を踏まえるとともに、自治体システムのコスト
の分析といったものを例として示させていただいたが、そういったものをさらに深め、し
っかりと対応していきたいと考えていきたい。（デジタル庁） 

 
・ 山口県の「エビデンスに基づく対応」という指摘や、一宮市の「議論の継続と注意深い見
守りが必要」という指摘について同感である。今後、対策を進めていくに当たっては、こ
れら対策案が本当に機能するのか、逆に、変なロックインがかかり、かえって副作用が起
こらないのか等、注意深くやっていかないと大変なことになるリスクもあるのではないか。
自治体や事業者にもヒアリングしたが、短時間かつ 3社だけだったので、今後は、幅広く、
また深い議論を実施していく必要がある。その中で、どういった対策が効果的なのか、し
っかり見極めて対応する方向で検討いただきたい。 

→ 特に、「構造的な要因に対する対策」について、事業者のヒアリングでも指摘があったが、
例えば「公共 SaaS」というやり方について、本当に運用経費の低減に寄与するものなのか、
検証が必要ではないか。加えて、仮に効果があると見込まれても、本当にそれができるの
かどうか、という問題もある。美郷町の資料で指摘されているが、フロントベンダーも含
めて本当に事業者は事業構造を改革できるのか。公共 SaaS となれば、自治体は、自分たち
単体の要望がすぐに実現できない。他自治体と議論して調整し、連帯を示していけるか。
国は本当に事業者と対峙できるのか。それぞれの関係者が、かなり覚悟持ってやらないと
いけないのではないか。 

 
・ 資料全体を俯瞰したときに、「２．標準化・ガバメントクラウドの活用の意義」が記載さ
れ、標準化の取組みが本来目指していた姿を記載している。それは、誰もが共感できる目
標だと思うが、「３．移行後の運用経費が増加する要因」となって、急に現実に落とされる
感覚になる。２と３をつなぐロジックが必要ではないか。つまり、現状の立ち位置をどう
捉えるか、関係者で共有する必要があるのではないか。事業者ヒアリングでも指摘があっ
たが、自治体の基幹業務システムは５０年以上も歴史がある。その中で出来上がってきた
構造を、２に書いてあるように、大きく変える取組みをしている。それは、これまで誰も
やったことがないことであり、関係者が歯を食いしばりながら取組んでみて、わかること
もあるだろう。その１つがまさにこの運用経費問題なのではないか。移行をすれば終わり、
ではなく、現在、我々が立っているのは、本来、標準化が目指していた世界に向かう、途中
段階にいるのだ、という認識を、国も地方自治体も事業者も持てるように、対策案を講じ
ていけないか。 

 
 
(3) その他 
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志賀ワーキングチーム・メンバー（総務省自治行政局地域情報化企画室長）から資料４、資
料５に基づき説明し、状況を共有した。 
 
 
 

 
以上 


